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(17) スチームコンデンセート 

ボイラ蒸気が凝縮したものをいう。一般的に蒸気ドレンと呼ばれることもあるが，プロセ

ス蒸気が凝縮したプロセス蒸気ドレンと明確に区別するため，スチームコンデンセートと呼

ぶ。 

 

(18) ミックス蒸気 

プロセス蒸気とフレッシュ蒸気の混合蒸気のことをいう。 

 

(19) SDM 

シャットダウンメンテナンス（Shut Down Maintenance）の略称。４年または２年に一度

等，定期的にプラント設備を停止し，その間に補修工事を行うこと。 

 

(20) BM保全 

事後保全（breakdown maintenance）の略称。設備や機材の故障後に部品交換等の保全を

行うこと。 

 

（21）DCS 

分散型制御システム（distributed control system）の略称。圧力・流量・温度などを制

御し、全設備の操業を安全かつ効率的に運用する制御 ・監視装置 

 

(22) 化工設計 

製造工程を効率よく，経済的にするため，化学工学理論に基づき，化学プロセスの計画お

よび製造装置などを設計すること 
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【解 説】 

消化工程の基本フローを図2-8に示す。 

 
図2-8 消化工程のフロー 

 

消化工程は，水熱処理を施した分解液中の有機物を消化ガスに転換させるものである。 

高温消化方式の固定床担体を有する消化槽を採用し，固定床担体に嫌気性微生物を付着させる

ことで,菌体の流失を防ぎ消化槽内の微生物密度を高めることができ,汚泥の滞留時間を短くでき

ることが特徴である。よって従来型消化槽と比べコンパクトになり，設置面積の省スペース化が

可能となる。設計温度は55℃，設計上の滞留日数は5日間である。 

担体式高温消化槽は循環ポンプによる縦横循環を採用している。生成した消化ガスは，乾式脱

硫塔で硫化水素を除去した後，ガスホルダに貯蔵され，燃焼脱臭炉や蒸気ボイラの燃料として利

用する。 

既に消化槽を保有している場合，消化工程前段に水熱処理を加えることで汚泥の減量効果や消

化槽滞留時間の短縮が期待される。ただし，本技術の設計温度は高温消化の温度帯（55℃）であ

り，中温消化（37℃程度）よりガス発生量が大きいため，本技術よりもガス発生量が少ない可能

性がある。水熱処理と従来の中温消化の組み合わせは，実証試験にて明らかにされておらず，原

則として消化温度や滞留日数は既設運転条件のままとする。 

  

§10 消化工程 

消化工程は，担体式高温消化槽，ガスホルダ等によって構成される。分解液中の有機

分を消化ガスに転換するものである。発生した消化ガスは脱硫塔にて硫化水素等を除去

後にガスホルダに貯蔵し，蒸気ボイラ，燃焼脱臭炉の燃料として利用する。 
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【解 説】 

脱水工程の基本フローを図2-9 に示す。この脱水工程は，汚泥中の微粒子を薬品添加により凝

集させ，ろ過，圧搾脱水又は遠心力による固液分離により脱水するものである。凝集剤は，ポリ

硫酸第二鉄と高分子凝集剤による二液調質脱水を基本とするが，脱水汚泥の利用形態（固形燃料，

肥料）に合わせ，適切なものを選定する。本技術の導入により脱水性の改善が見込まれ，遠心脱

水機では能力に対して定格の汚泥流量を処理する場合，高分子凝集剤1.5 TS-%程度，ポリ硫酸第

二鉄20 TS-%程度で含水率65～67%程度が見込まれる。汚泥処理量や薬注率等の条件により脱水汚

泥の含水率が変化するものと考えられ，脱水工程に係るコスト・エネルギーを踏まえ，脱水汚泥

の利用形態に最適な運用を行うことが望ましい。 

脱水工程は既存設備の流用を原則とするため，本技術の主要設備として脱水機は含まない。そ

のため，本章の費用関数については脱水工程を含めない形で整理している。 

 

 

図2-9 脱水処理工程のフロー 

  

§11 脱水工程 

脱水工程は，汚泥の脱水を行う。基本的に処理場内に既設の脱水機を利用する。 
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【解 説】 

 図2-10に乾燥工程の基本フローの一例を示す。 

 

図2-10 乾燥処理工程のフロー（一例） 

 

乾燥工程は，脱水汚泥を乾燥して利用先の要求含水率に調整するものである。本技術は乾燥汚

泥を固形燃料として利用するものであり，固形燃料の JIS 規格に適合させる場合は含水率 20%以

下，燃料としての価値を考慮し低位発熱量 8 MJ/kg-wet 以上とするためには含水率 40%以下にす

る必要がある。 

利用先の条件等によっては乾燥汚泥を造粒し製品化する。そのため，最終的な乾燥汚泥の利用

用途および利用先の意向により造粒機の設置を検討する必要がある。 

  

§12 乾燥工程 

乾燥工程は，脱水汚泥の乾燥処理によって含水率の調整を行い，固形燃料として製品

化する。造粒機については必要であれば設置する。また，乾燥機の熱源は蒸気を利用し，

間接加熱方式を採用している。 
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【解 説】 

蒸気ボイラおよび燃焼脱臭炉排熱ボイラは，蒸気を生成し水熱処理工程および乾燥工程へ熱エ

ネルギーを供給する。 

図2-11のように，蒸気ボイラおよび燃焼脱臭炉の燃料は，本施設から発生する消化ガスとLPG

の切換え可能な専燃式を採用し，消化ガスを優先的に使用する。LPG 燃料は，パイロット点火時

および消化ガス不足時に使用する。本技術で使用する熱源蒸気は燃焼脱臭炉の排熱を回収した排

熱ボイラ蒸気を優先的に使用し，不足する蒸気を蒸気ボイラで補うことで，エネルギー利用の効

率化を図る。 

 

 

図2-11 熱源設備熱エネルギーフロー 

  

水熱反応工程 消化工程 乾燥設備 燃焼脱臭炉

蒸気ボイラ 排熱ボイラ

消化ガスタンク　（主熱源）

LPGタンク　（補助熱源）

消化ガス

熱源蒸気

臭気

排ガス

§13 熱源設備 

水熱処理工程および乾燥工程の熱源は蒸気を熱媒体としており，蒸気ボイラおよび燃

焼脱臭炉の排熱ボイラによって供給する。ボイラの燃料は基本的に消化ガスとし，補助

熱源として LPGを採用する。 
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表2-2 本技術の試算条件 

 単位 条件設定 

①投入汚泥条件 

汚泥種  濃縮汚泥（生汚泥，余剰汚泥） 

日最大流入下水量 ｍ3/日 12,500 32,500 107,500 

日平均流入下水量 ｍ3/日 10,000 26,000 86,000 

濃縮汚泥発生量 ｍ3/日 80 200 690 

濃縮汚泥濃度 % 3.5 3.5 3.5 

汚泥固形物発生量 t-DS/日 2.8 7.0 24.0 

有機分率 % 84 

脱水汚泥含水率 % 66.2   ※1 

固形燃料含水率 % 40 

②導入範囲 

主要設備 

プレ脱水機，水熱反応器，担体式高温消化槽 

乾燥器，造粒機，ボイラ，脱臭設備，用役設備 

(脱水機は本技術の主要設備ではないので試算対象外) 

③試算条件 

建設コスト ・2.8 t-DS/日，7 t-DS/日の建設費積上から費用関数を算出した。 

・バイオソリッド利活用基本計画策定マニュアル」（平成16年3月国土交通省都

市・地域整備局（社）日本下水道協会）の計算例に基づき建設年価を算出（資

料編2参照）。 

維持管理コスト 

・2.8 t-DS/日，7t-DS/日の人件費，電力，薬品，燃料，補修に関する積上から費

用関数を算出した。 

・薬品に関して，本技術は二液調質脱水を基本とするため，従来の脱水機と本技

術の薬品使用量の差額だけ計上した（従来の脱水機は費用関数に内活されてい

るため）。 

・発熱量が低いため固形燃料販売費は見込まない。 

・固形燃料の運搬に係るコストを見込む。 

エネルギー消費量 

・本技術の稼働時に使用するユーティリティー由来のエネルギー消費量を算出し

た。 

・固形燃料の石炭代替利用によるエネルギー削減を見込む。 

・固形燃料の運搬に係るエネルギーを見込む。 

・従来の脱水機と本技術導入時の脱水機の薬品使用量に係るエネルギーの差を計

上した。 

温室効果ガス排出量 

 

・本技術の稼働時に排出する温室効果ガスを算出した。 

・固形燃料の石炭代替利用による排出量削減，固形燃料の運搬に係る排出量を見

込んだ。 

・施設建設時,運転時,解体撤去時におけるライフサイクルで評価する。 

・従来の脱水機と本技術導入時の脱水機の薬品使用量に係る温室効果ガス排出量

の差を計上した。 

※１ 脱水汚泥含水率は（４）その他，２）脱水性の評価に詳しく記載している。 
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（４）その他（個別項目） 

１）エネルギー回収量 

消化ガス発生量を図2-17に示す。脱硫後の投入VS当たりのガス発生量は0.48m3/kg-VSであ

った。消化ガス中の平均メタン濃度は62.1%であり，投入VS当たりのエネルギー回収量は11.8 

MJ/kg-VSであった。 

 

 

図 2-17 消化ガス発生量 

 

２）固形分の分解率 

懸濁性有機物の減量効果を図 2-18 に示す。実証試験における水熱処理前後の VSS 分解率は

24.2～32.9%であり，水熱処理による懸濁性有機物の分解状況が確認できた。また消化後の最

終的なVSS量は1/3程度になった。 

 

 

図 2-18 懸濁態有機物の分解率 
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４）固形燃料の燃焼性 

表 2-10 に各季節における固形燃料の燃焼性に関する分析結果を示す。発熱量は高位発熱量

（ドライベース）で18～20MJ/kg－dry，低位発熱量（40%含水時）は9.8MJ/kg-wetであった（資

料編 1 参照）。乾燥機の能力・条件を踏まえて，固形燃料受け入れ先の要求する発熱量を踏ま

えて含水率を調整する。実証期間中に製造された固形燃料は，バイオマス発電施設の混焼燃料

として全量利用した。 

その他の利用方法として，専用バイオマス温水ボイラでの燃料試験を実施している（資料編

4参照）。 

 

表2-10 固形燃料の分析結果 

試料種別 固形燃料 

試料名 夏データ 秋データ 冬データ 

水分(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 0.5 3.2 1.2 

灰分(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 24.1 20.8 23.7 

揮発分(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 66.5 65.6 66.7 

固定炭素(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 8.9 10.4 8.4 

炭素(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 41.2 42.6 42.8 

水素(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 5.67 5.75 5.86 

酸素(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 24.4 25.78 21.69 

窒素(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 3.84 4.28 5.00 

硫黄(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 0.79 0.79 0.95 

塩素(%) 気乾ﾍﾞｰｽ 0.05 0.07 0.07 

高位発熱量 

(MJ/㎏-dry) 
無水ﾍﾞｰｽ 18.28 19.87 19.34 

低位発熱量 

(MJ/㎏-dry) 
無水ﾍﾞｰｽ 17.00 18.53 18.00 

低位発熱量 

(MJ/㎏-wet) 

湿潤ﾍﾞｰｽ 

(含水率40%時)
9.3 10.2 9.9 
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§19 基礎調査 

基礎調査では，下水道施設について現況および課題等を把握する。 

 

【解 説】 

本技術導入の詳細な計画策定に先立ち，関連下水道計画の把握，ならびに下水道施設や地域の

バイオマス利用の現状を把握する。また，固形燃料の利用先についても調査を行う。 

 

（１）関連下水道計画 

１）下水道全体計画および事業計画 

将来的な流入下水量の予測や，それに伴う下水処理施設の増強・増設計画を把握する。また，

その際の施設レイアウト構想や空地の見込みについても把握する。 

 

２）下水道施設の統廃合計画 

１)と同様。 

 

３）下水道施設更新計画 

焼却炉，溶融炉，炭化炉等の汚泥処理施設の老朽化に伴う更新時期を把握する。脱水機の更

新時期も把握する。 

 

４）リサイクル事業計画および環境保全計画 

下水汚泥を利用したリサイクル事業（燃料化，消化ガス化，消化ガス発電等の計画，および

温室効果ガス削減計画）を把握する。 

 

５）産業廃棄物処分依頼先の現況および将来計画の把握 

処分単価の将来見込み予測，経営状況・設備更新計画，埋め立て場所の利用可能年数等を把

握する。 

 

６）リサイクル製品利用先の現況および将来計画の把握 

新規利用先の確保見込み，既存固形燃料受入れ先の需要見込み等を把握する。 

 

 

 









×i(1+ i)n {(1+ i)n 1}

i n



× × × ×
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４）薬品費 

薬品費の費用関数は，実証施設の運転データをもとに本設備（水熱工程，燃料化工程（既

設脱水工程），脱臭設備）の対象設備規模における薬品使用量を以下①～③の条件で算出し，

ユーティリティー単価によって費用関数を算出した。 

 

①凝集剤 

実証施設の薬品添加率実績をもとに，プレ脱水工程および最終脱水工程の薬品使用量を算

出した。実証施設同様にプレ脱水工程は一液調質（高分子凝集剤）とし，最終脱水は二液調

質（高分子凝集剤およびポリ硫酸第二鉄）とする。 

 

②脱臭薬品コスト 

証施設の建屋容積に対する脱臭薬品使用量実績をもとに，単位容積当たりの薬品使用量を

算出した。 

 

③脱硫剤コスト 

バイオガス中の硫化水素濃度を実証実績上限から2,000 ppm，脱硫剤の性能を脱硫剤1 kg

当たりの硫化水素吸着量を0.2 kg-H2Sと想定し，脱硫剤交換頻度を180日と設定した。 

 

表3-8 薬品費の算定式 

費用関数 

(百万円) 
備考 

Y12＝4.78×Qd0.978 Qd:処理汚泥DS量（ｔ-DS/日） 

 

 

５）点検・補修コスト 

機械設備・電気設備については建設コストの1.5%，土木・建築については，建設費の0.5%

として算出した。また，点検費・補修費には，法令点検費：労働安全衛生法「ボイラー及び

圧力容器安全規則」第5節 性能検査の項に準ずる検査費用を見込んだ。 
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§23 温室効果ガス排出量の算定 

下記の項目について温室効果ガス排出量を算定する。 

（１）供用段階 

（２）建設段階，解体・廃棄段階 

（３）運搬 

 

【解 説】 

施設稼働時に使用されるユーティリティー（電気，水道，薬品，燃料）に由来する供用段階，

建設段階および解体・廃棄の温室効果ガス排出量を算出する。供用段階については，固形燃料製

造時に排出されるN2Oについても考慮する。 

 

（１）供用段階の温室効果ガス排出量の算定 

本技術の施設稼働時に使用されるユーティリティーに由来する温室効果ガス量を算出す

る。また，本技術の処理過程で排出される温室効果ガス（N2O）についても考慮する。施設稼

働時のユーティリティーおよび温室効果ガス排出係数を表 3-13 に示す。本技術における処

理過程のN2O排出量を表3-14に示す。 

 

表3-13 温室効果ガス排出係数 

項目 
換算係数 備考 

単位 数値 

電力 t-CO2/kWh 0.00055 ※１ 

Ａ重油 t-CO2/kL 2.7  ※２  

上水道 t-CO2/㎥ 0.002    

ＬＰＧ t-CO2/t 3.0  ※２ 

高分子凝集剤 t-CO2/t 6.5    

ポリ硫酸第二鉄 t-CO2/t 0.0308    

N2O t-CO2/t-N2O 310 ※２ 

CH4 t-CO2/t-N2O 21 ※２ 

※1 「電気事業者別のCO2排出係数（2012年度実績）」代替値， 環境省地球環境局 地球温暖化

対策課ウェブサイト（http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/h26_coefficient.pdf）  

※2 「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」同上のウェブサイト 

（http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/itiran.pdf） 
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表3-14 本技術における処理過程のN2O排出量 

項目 数値 単位 備考 

亜酸化窒素（N2O）ガス排出量 0.022 kg-N₂O/t-DS
プレ脱水機投入汚泥量

あたりの排出量 

 

固形燃料を利用する場合，固形燃料を燃料利用先で石炭代替として利用されたときの利用先

における温室効果ガス排出縮減量を負の値として算出する。 詳しくは資料編に記載（表資料 

1-16）。 

  

（２）建設段階，解体・廃棄段階の温室効果ガス排出量の算定 

建設段階，解体・廃棄段階の温室効果ガス排出量については，「下水道におけるLCA適用の考

え方（平成 22 年 2 月 国土交通省国土技術政策総合研究所）」の終末処理場における環境負荷

量（LC-CO2）の算定事例から，建設段階19.3%，供用段階80.2%，解体・廃棄0.5%の比率で換算

し算出した。 

 

（３）運搬時の温室効果ガス排出量の算定 

固形燃料の製造量から10 t車で運搬することとして，走行回数を算出し，１回当たりの走行

距離を94 kmとして年間走行距離を算出する。年間走行距離に表3-15に示す走行時の温室効果

ガス発生原単位を乗じて，走行時の温室効果ガス排出量を算出する。 

 

表3-15 走行時の温室効果ガス発生原単位 

項目 単位 排出係数 出典 

N2O kg-N2O/km 0.000014 ※ 

CH4 kg-CH4/km 0.000015 ※ 

※下水道における地球温暖化防止対策検討委員会「下水道における地球温暖化防止推進計画策

定の手引き」（平成21年3月） 

 

また，燃料に軽油を使用する場合，燃費 5 km/L として燃料消費量を算出し，軽油の温室効果

ガス排出係数を乗じて排出量を算出する。 

 

表3-16 走行燃料の温室効果ガス発生原単位 

項目 単位 排出係数 備考 

軽油 kg-CO2/km 2.58  

※「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」同上のウェブサイト 
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第２節  導入効果の検討例 
 

§25 試算条件 

本技術の導入の試算を行うにあたり，試算に必要な条件を設定し，同条件で従来技術（流

動焼却）と比較を行う。また、本技術の類似技術である汚泥燃料化についても比較を示す。 

 

【解 説】 

評価対象規模における条件について表 3-18 に示す。評価対象規模は，発生濃縮汚泥 200 ｍ3/

日（7 t-DS/日）および690 ｍ3/日（24 t-DS/日）とし，設備の稼働日数を本技術については360

日/年※，従来技術･類似技術については300日/年として，１日の処理汚泥量を設定した。 

従来技術･類似技術での脱水ケーキ含水率は，下水道統計全国平均値を基に76%に設定し，本技

術については実証平均より66.2%に設定した。従来技術･類似技術の試算条件については，資料２

で解説する。 

 

※ 乾燥機については、処理能力に余裕を持たせた設計としている。耐火煉瓦の交換等長期的な定期修繕が不要

であり、短期間の停止に留まることから汚泥ホッパー等の貯蔵により連続的な処理を想定する。ただし、導

入検討処理場における汚泥発生量等の実態を踏まえた検討を要する。 



 

59 

 

 

表3-18 評価対象規模における条件 

 単位 条件設定 

評価規模  試算規模 

①投入汚泥条件 

汚泥種  
濃縮汚泥 

（生汚泥，余剰汚泥） 

日最大流入下水量 ｍ3/日 31,250 107,500 

日平均流入下水量 ｍ3/日 25,000 86,000 

濃縮汚泥発生量 ｍ3/日 200 690 

濃縮汚泥濃度 % 3.5 3.5 

汚泥固形物発生量 t-DS/日 7 24 

有機分率 % 84 

脱水ケーキ含水率 % 従来･類似技術 76%，革新的技術66.2% 

固形燃料含水率 % 革新的技術40% 

②導入範囲 

主要設備 
汚泥前処理設備，水熱反応設備，消化設備 

乾燥設備，ボイラ設備，脱臭設備，用役設備 

既設流用設備 脱水設備 

③試算条件 

建設コスト 
・費用関数により建設コストを求める。 

・脱水設備は，既設流用とし含まない。 

維持管理コスト 

・費用関数により維持管理コストを求める 

・脱水設備については従来･類似技術との比較にあたり，維持管理コスト※に含める。

・革新的技術について，脱水に係るTS当たり薬品使用量の増加を考慮した。 

 

エネルギー消費量 

・燃料の石炭代替利用による排出量削減を見込む。 

・脱水設備については従来･類似技術との比較にあたり，汚泥量あたりの原単位を設

定し，エネルギーを積み上げた。このとき，革新的技術について， TS当たり薬品

使用量の増加によるエネルギー消費量増加を考慮した。 

温室効果ガス排出量

・脱水設備については従来･類似技術との比較にあたり，汚泥量あたりの原単位を設

定し，排出量を積み上げた。このとき，革新的技術について， TS当たり薬品使用

量の増加による排出量増加を考慮した。 

・燃料の石炭代替利用による排出量削減を見込む。 

・施設建設時，運転時，解体撤去時におけるライフサイクルで評価する。 

生成物 
燃料販売費：見込まない（類似技術は見込む）。 

燃料運搬にかかわるコスト，エネルギー，温室効果ガス排出量について見込む。 

※ スクリュープレス脱水機については，本技術導入により脱水機の維持管理費低減が見込まれたため（表2-9），

「バイオソリッド利活用マニュアル」に記載された維持管理費の費用関数により試算した。 
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（２）エネルギー消費量の試算結果 

評価対象規模において，エネルギー消費量を算定した(表 3-25，表 3-27 参照)。本技術で

生成した固形燃料の発熱量をエネルギー生成側として算出した（表3-26，表3-28参照）。 

固形燃料の発熱量については，実証試験では平均9.8 MJ/kg-wet（VTS88.4%，含水率40%）

であったが，設定条件であるVTS84%に換算して9.3 MJ/kg-wet（含水率40%）に設定した。 

流動焼却炉との比較では，下水処理場におけるエネルギー消費量については7t-DS/日規模

で21%，24 t-DS/日規模で42%の増加,事業全体におけるエネルギーについては7t-DS/日規模

で33%，24 t-DS/日規模で23%の縮減が見込まれた。また，汚泥燃料化施設との比較では，

エネルギー消費については7t-DS/日規模で18%，24 t-DS/日規模で20%の縮減,事業全体にお

けるエネルギーについては7t-DS/日規模で35%，24 t-DS/日規模で45%の増加が見込まれた。 

表3-25  下水処理場（下水汚泥7 t-DS/日）のエネルギー消費量（GJ/年） 

比較技術 項目 エネルギー消費量 合計 縮減率 

革新的技術 
革新的技術 30,324 

35,187 - 
既設脱水機  4,863 

流動焼却施設 
流動焼却 25,201 

29,195 -21% 
既設脱水機  3,994 

汚泥燃料化施設 
汚泥燃料化 38,551 

42,673  18% 
既設脱水機  3,994 

 

表3-26 事業全体（下水汚泥7 t-DS/日）のエネルギー（GJ/年） 

比較技術 項目 エネルギー消費・創出量 合計 縮減率 

革新的技術 
排出量  35,187 

19,547 - 
固形燃料削減 -15,640 

流動焼却施設 
排出量  29,195 

29,195  33% 
固形燃料削減 - 

汚泥燃料化施設 
排出量  42,673 

12,684 -35% 
固形燃料削減 -29,989 
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表3-27 下水処理場（下水汚泥24 t-DS/日）のエネルギー消費量（GJ/年） 

比較技術 項目 エネルギー消費量 合計 縮減率 

革新的技術 
革新的技術 101,245 

116,434 - 
既設脱水機  15,189 

流動焼却施設 
流動焼却  68,237 

 81,932 -42% 
既設脱水機  13,695 

汚泥燃料化施設 
汚泥燃料化 132,174 

146,242  20% 
既設脱水機  13,695 

 

表3-28 事業全体（下水汚泥24 t-DS/日）のエネルギー（GJ/年） 

比較技術 項目 エネルギー消費・創出量 合計 縮減率 

革新的技術 
排出量 116,434 

62,811 - 
固形燃料削減 -53,623 

流動焼却施設 
排出量  81,932 

81,932  23% 
固形燃料削減 - 

汚泥燃料化施設 
排出量  146,242 

43,422 -45% 
固形燃料削減 -102,820 

 

 

 

図3-5 エネルギー試算結果（左：7 t-DS/日規模、右24 t-DS/日規模） 
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（３）ライフサイクルCO2（LC-CO2）排出量の試算結果 

DS 7t/日およびDS 24 t/日処理規模において，供用段階における電力・燃料・薬品使用量

からCO2排出量を算出した（表3-29，表3-30参照）。製造した固形燃料については，石炭代

替燃料として使用した場合を想定しCO2排出量から縮減した。 

環境負荷量の算定事例「建設段階 19.3%，供用段階 80.2%，解体廃棄 0.5%」をもとに供用

段階の温室効果ガス排出量から建設段階および解体・廃棄の排出量を算出した。 

流動焼却施設に対する本技術の縮減率は，燃料利用も含めた事業全体として 78～79%の温

室効果ガス排出量削減が見込まれた。また，汚泥燃料化施設に対しては，5～12%の温室効果

ガス排出量増加が見込まれた。 

 

表3-29 下水汚泥7 t-DS/日規模におけるLC-CO2排出量（t-CO2/年） 

比較技術 項目 CO2排出量内訳 合計 縮減率 

革新的技術 
排出量  2,306 

 960 - 
固形燃料削減 -1,346 

流動焼却施設 
排出量  4,552 

4,552 79% 
固形燃料削減 - 

汚泥燃料化施設 
排出量  3,441 

 860 -12% 
固形燃料削減 -2,581 

  

表3-30 下水汚泥24 t-DS/日規模におけるLC-CO2排出量（t-CO2/年） 

比較技術 項目 CO2排出量内訳 合計 縮減率 

革新的技術 
排出量  7,659 

 3,100 - 
固形燃料削減 -4,615 

流動焼却施設 
排出量 14,037 

14,037 78% 
固形燃料削減 - 

汚泥燃料化施設 
排出量 11,799 

 2,949 -5% 
固形燃料削減 -8,850 







� �
� � �
� � �
� � �

� � �
� � �
� � �
� � �



� � �
� � �
� � �
� � �















  

 

  









 

82 

 

・ガスホルダ容量は，余剰ガス発生分の2時間分とする。 

余剰ガスの利用が無い場合は，ガス発生量の10％を余剰ガス量とする。 

余剰ガスの利用を行う場合は，個別に設定する。 

・槽内の循環液加工速度（νD）の設定＝3.5～3.7 ｍ/sec 

・担体長さL＝10 ｍ 

・消化槽直径は最大15 ｍ以内を目安とする。 

 

３）担体式高温消化槽の化工設計 

・消化槽有効総容積（ＶＤ）(㎥)を求める。 

・基数（Ｎ）を仮定して1基当たりの消化槽有効容積（Ｖ’Ｄ）(㎥/基)を求める。 

・槽の直径（φＤ）（ｍ）を求める。 

この直径が15 ｍ以内とする。15 ｍを超えているようであれば基数（Ｎ）や滞留日数（Ｈ

Ｄ）を見直して再計算する。 

なお，設置予定場所の敷地寸法に制約がある場合には，その制限寸法内に収まるように基

数（Ｎ）や滞留日数（ＨＤ）を見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 























































 











0

50
00

10
00

0

15
00

0

20
00

0

25
00

0

30
00

0

35
00

0 1/
1

2/
1

3/
1

4/
1

5/
1

6/
1

7/
1

8/
1

9/
1

10
/1

11
/1

12
/1

1/
1

2/
1

3/
1

4/
1

5/
1

6/
1

7/
1

8/
1

[m3]

4/
24

25
��

8/
27

~2
8�
�

11
/3
0

12
/1
9

11
/2
5

11
/2
9

9/
30

10
/5

10
/6

24

6/
30

7/
4

7/
4

7/
18

60
%

40
%

25
%

7.
9

75
4

65
.6

60
.8

6.
4

86
2

65
.8

55
.9

5.
9

10
00

66
.6

59
.8

6.
4

74
8

66
.5

56
.7

6.
0

86
1

67
.2

58
.8

5.
9

72
3�

63
.0 �

7.
3

90
3

65
.9

63
.4

7.
2

86
4

66
.4

62
.4

6.
0

98
9

68
.3

39
.1

5.
8

10
49

67
.3

37
.5

6.
9

81
5

66
.4

37
.9

6.
5

65
0

66
.0

23
.9

5.
7

11
50

67
.0

38
.3

6.
0

67
.6

36
.5

5.
7

10
64

67
.3

38
.3

6.
0

10
02

68
.1

36
.9

5.
7

10
15

66
.9

25
.1

H
RT

m
3/

% %

A/
B

2
A/
B/
C

3

7/
11

8/
10

12
/2
5

1/
24

10
/2
5

11
/2
4





0�

500�

1,000�

1,500�

2,000�

2,500�

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

/

H25

H26

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

D
S

t/

H25
H26



0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

7/11 8/10 10/25 11/24 12/25 1/24

DS
�D
S/



design
VS�VSS 9� 962� 562� 100� 735� 251� 274� 727� 163� 195� 707� 203�
VSS 2452� 1500� 763� 1930� 1296� 632� 1873� 1420� 656� 1924� 1412� 701�

0�

500�

1000�

1500�

2000�

2500�

3000�

kg
/

VSS
38.9%

VSS
68.9%

VSS
32.9%

VSS
67.2%

VSS
24.2%

VSS
64.9%

VSS
28.3%

VSS
67.2%

 K
g/

 



55.9�
58.3�

40�

50�

60�

70�

H25 H26

63.2�

65.5�

50�

60�

70�

H25 H26







0�

5,000�

10,000�

15,000�

20,000�

25,000�

30,000�

35,000�

40,000�

/

2013

2014



0.0�

0.2�

0.4�

0.6�

0.8�

1.0�

0�

4�

8�

12�

16�

20�

VS
/

�V
S

/

25

0.0�

0.2�

0.4�

0.6�

0.8�

1.0�

0�

4�

8�

12�

16�

20�

VS
/

�V
S

/

26



0.48�

0.53�

0.4�

0.5�

0.6�

H25 H26

/k
g�
VS

13.2�

15.5�

10�

11�

12�

13�

14�

15�

16�

H25 H26
/







40�

50�

60�

70�

80�

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H25

H26



66.4� 67.0�

60�

70�

80�

H25 H26
60�

62�

64�

66�

68�

70�

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H25

H26







84.8�
74.5� 70.2� 71.7� 70.7�

63.9�

73.7�

77.4�

71.9�

74.1�

71.4� 71.2�

0�

20�

40�

60�

80�

100�

0�

100�

200�

300�

400�

500�

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

%

/

76%)

72.3� 72.5�

71.7�

76.2�
71.1�

71.7�

69.8�

72.5�

75.5�

0�

20�

40�

60�

80�

100�

0�

100�

200�

300�

400�

500�

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

%

/

76%)



76%
72 78

0

2

4

6

8

10

12

DS
[wt.%] 59.9 68.6 62.6 

[wt.%] 72.0 77.7 72.9 

 
/

 





資料-25 

 

 

２）脱水試験 

① 実証遠心脱水機を使用した脱水試験 

本実証試験で稼働している遠心脱水機を用い，本技術で処理していない混合濃縮汚泥（以

後，「混合汚泥」）を脱水し，本技術の汚泥（以後，「水熱消化汚泥」）の脱水性の評価を行う

ための比較試験を10/1～2，11/25～26の4日間行った。 

「混合汚泥」の脱水試験結果を表資料 1-5 に，「水熱消化汚泥」の脱水試験結果を表資料 

1-6に示す。「水熱消化汚泥」の含水率は64～66%，高分子凝集剤添加率は1.3～1.7%，ポリ

鉄添加率は17.3～22.4%であった。それに対して，「混合汚泥」の含水率は79～81%，高分子

凝集剤添加率は 0.4～0.6%，ポリ鉄添加率は 4.3～4.4%であった。使用した遠心脱水機の標

準汚泥の設計性能と同等で，固形物回収率も95%以上を満足する結果であった。 

薬注率を比較すると，「水熱消化汚泥」は「混合汚泥」の 1/3 程度であった。混合汚泥と

の含水率の比較を図資料 1-26に示す。「混合汚泥」と比較し，含水率が12～16%程度低い結

果となった。 

 

 

表資料 1-5 混合汚泥の脱水試験結果 

  
処理量 

m3/h 

濃度 

TS% 

濃度 

SS% 

高分子添

加 

対 TS% 

ポリ鉄添

加 

対 TS% 

脱水ｹｰｷ 

含水率% 

固形物 

回収率% 

条件 1 2.4  2.85 2.73 0.44  4.3  79.2  97.1 

条件 2 3.0  2.83 2.31 0.61  4.4  80.1  97.5 

条件 3  4.0  2.83 2.31 0.61  4.4  80.8  96.7 

 

 

 

表資料 1-6 水熱消化汚泥の脱水試験結果 

  
処理量 

m3/h 

濃度 

TS% 

濃度 

SS% 

高分子添

加 

対 TS% 

ポリ鉄添

加 

対 TS% 

脱水ｹｰｷ 

含水率% 

固形物 

回収率% 

条件１ 2.4  1.8 1.3 1.32  17.3  64.2  96.1  

条件２ 3.0  1.5 1.0  1.67  17.4  66.2  98.6  

条件３ 4.0  1.4 1.0  1.63  22.4  64.1  97.3  
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② スクリュープレス脱水機を使用した脱水試験  

遠心脱水機同様に，「水熱消化汚泥」および「混合汚泥」に対して，圧入式スクリュープ

レス脱水試験機（高効率型）を用いて脱水試験を行った。試験期間は，2013年 5月 13日～

24日の期間，2014年１月15日～24日までの2期間で実施した。 

代表的な試験結果を表資料 1-7，表資料 1-8 に示す。「水熱消化汚泥」の含水率 54～67%

であり，高分子凝集剤添加率は 1.7～2.2%，ポリ鉄添加率は 22.7～36.3%であった。それに

対し，同じスクリュー回転数の「混合汚泥」の含水率は 71～77%であり，このときの高分子

凝集剤添加率は1.0%，ポリ鉄添加率は0～10%であった。 

「混合汚泥」に比べ「水熱消化汚泥」の薬注率が高くなった。また，「水熱消化汚泥」は，

「混合汚泥」の1.6～2.9倍程度の流量を脱水機で処理することができた。 

試験用のスクリュープレス脱水機を用いた試験にて，本技術により脱水性の改善が確認さ

れた。「混合汚泥」を対象にスクリュープレス脱水機で脱水している処理場に本技術を導入

することで，脱水汚泥の含水率が低下することが確認された。また，本技術導入により脱水

機投入汚泥中の固形分は減少するが，脱水機投入流量を増やすことができた。本技術の導入

により，脱水機の運転時間の削減が見込まれる。 

 

表資料 1-7 水熱消化汚泥の脱水試験結果 

    2013.5 2014.1 

汚泥濃度 % 1.68～1.70 1.25～1.43 

強熱減量(VTS) %/TS 77.5～78.5 75.9～77.3 

繊維状物100 ﾒｯｼｭ %/TS 12.7～14.9 10.8～13.6 

ﾎﾟﾘ鉄注入率 %/TS 27.8 28.4 30.2 26.3 22.7 23.6  36.3 23.6

高分子注入率 %/TS 1.3 1.3 1.4 1.6 1.6 1.6  1.7 2.2

スクリュー回転数 min⁻¹ 0.5 0.75 1.0 0.25 0.5 1.0 1.0 1.0

処理流量 m3/h 2.9 4.1 5.4 2.4 4.1 5.5 5.1 6.5

処理量 kg-DS/h 49.1 69.1 91.3 28.8 54.5 72.7  69.3 78.5

ｹｰｷ含水率 % 53.5 56.0 58.2 58.0 61.6 66.8  66.0 61.3

固形物回収率(SS) % 97.3 97.3 99.2 90.1 90.1 90.3  95.7 90.7

 



資料-28 

 

 

 

表資料 1-8 混合汚泥の脱水試験結果 

    2013.5 2014.1 

汚泥濃度 % 2.61 3.07～3.11 

強熱減量(VTS) %/TS 86.3 87.4～87.9 

繊維状物100 ﾒｯｼｭ %/TS 25.9 27.8～29.4 

ﾎﾟﾘ鉄注入率 %/TS 0.0  0.0 0.0  10 

高分子注入率 %/TS 1.0  1.0 1.0  1.0 

スクリュー回転数 min⁻¹ 0.25 0.5 1.0 0.5 1.0 1.0 

処理流量 m3/h 1.2 2.0 3.3 1.4 2.5 2.5 

処理量 kg-DS/h 31.1 51.3 85.5 40.4 72.7 76.6 

ｹｰｷ含水率 % 70.7 73.2 76.5 73.4 75.3  72.7 

固形物回収率(SS) % 99.2 99.2 99.2 94.4 94.2  94.5 

 

 

図資料 1-27 スクリュープレス脱水機の試験結果 
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（２）大気汚染物質 

大気汚染物質SOx， NOxを測定した結果を表資料 1-12に示す。 

 

表資料 1-12 SOｘ，NOｘ測定結果 

採取地点 燃焼脱臭炉出口 ボイラ排ガス 

SOｘ 25 14 

NOｘ 110 18 

 

１）硫黄酸化物（SOx） 

大気汚染防止法では，硫黄酸化物の排出量を，地域毎に定められたＫ値を用いた式(1.1)で

規制している。 

 

Ｑ＝Ｋ×10-3×He2 ・・・(1.1) 

     Ｑ：硫黄酸化物の許容排出量（Nm3/hr） 

     Ｋ：地域毎に定められた係数 

     Ｈe：補正された排出口の高さ（煙突実高さ＋煙上昇高さ）（ｍ） 

 

大気汚染防止法で定める一般排出基準では，全国を16ランクに分類し，Ｋ値3.0～17.5で

規制している。また，汚染が著しいか又は著しくなるおそれがある地域で，新設される施設に

限って適用される特別排出基準では，最も厳しい地域のＫ値が1.17 に指定されている。表資

料 1-13 は，最厳値であるＫ値 1.17 を用いた脱臭炉の排出計算である。この場合でも実際の

必要煙突高さは3.3 mとなり，本施設は基準を満たした。 

 

表資料 1-13 燃焼脱臭炉の硫黄酸化物排出計算 

燃焼排ガス量 15,921.4 Nm3/日 

煙突口径 200.0 mm 

排ガス流速 5.9 m/sec 

二酸化硫黄濃度 25.0 ppm 

二酸化硫黄量 
0.3980 Nm3/日 

0.0166 Nm3/hr 

K値（最も厳しい数値） 1.17   

有効煙突高さHe 3.8 m 

運動量による煙突高さHm 0.7 m 

実際の必要煙突高さHo 3.3 m 
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（２）亜酸化窒素 

本施設から排出される亜酸化窒素排出濃度の測定値を，表資料 1-15 に，脱水汚泥１ t 当た

りの排出量についての計算結果を表資料 1-17に示す。 

発生脱水汚泥当たりの亜酸化窒素（N₂O）ガス排出量は 0.019 Kg-N₂O/t-wet であった。本技

術導入により発生する脱水汚泥量が1/3～1/4程度となっており，水熱反応器投入汚泥あたりの

亜酸化窒素（N₂O）ガス排出量は 0.0053kg/t-wetとなった。 

 

表資料 1-15  燃焼脱臭炉の亜酸化窒素排出濃度 

No.1薬液洗浄塔 No.2薬液洗浄塔 燃焼脱臭炉 ボイラ 

採取地点 
No.1薬液

洗浄入口 

No.1薬液 

洗浄出口 

No.2薬液

洗浄入口

No.2薬液

洗浄出口

脱臭炉

入口 

脱臭炉

出口 

ボイラ 

排ガス 

亜酸化窒素 

(ppm) 
0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満 1.7 0.5未満 

 

表資料 1-16  燃焼脱臭炉の亜酸化窒素排出量計算 

項目 数値 単位 備考 

汚泥処理量（DS） 2.43 ｔ-DS/日 
図資料 1-7 冬データ

実績値 

汚泥処理量  

（脱水汚泥換算推定値：76%換算） 
10.1 t-wet/日   

燃焼排ガス量 15,921 Nm3/日 測定時排ガス量 

亜酸化窒素（N2O）濃度 1.7 ppm 表資料 1-16より 

亜酸化窒素（N2O）ガス量 0.0271 Nm3/日 

亜酸化窒素（N2O）ガス質量 0.0532 kg/日 

汚泥処理量（DS）あたりの 

亜酸化窒素（N₂O）ガス質量 
0.022 kg/t-DS ＝0.0532/2.43 

汚泥処理量（脱水汚泥換算推定値：76%

換算）あたりの亜酸化窒素（N₂O）ガ

ス質量 

0.0053 kg/t-wet  

脱水汚泥量（0.89 t-DS，含水率66%） 2.62 t/日 水熱消化後の脱水汚泥 

水熱消化後脱水汚泥１t当たりの 

亜酸化窒素（N₂O）ガス質量 
0.019 Kg-N₂O/t-wet ＝0.0532/2.62 

 





0.0�

10.0�

20.0�

30.0�

40.0�

50.0�

60.0�

0.0�

5.0�

10.0�

15.0�

20.0�

25.0�

30.0�

07 10 07 15 07 20 07 25 07 30 08 04 08 09

/

15

22.5 /





0.0�

10.0�

20.0�

30.0�

40.0�

50.0�

60.0�

70.0�

0.0�

5.0�

10.0�

15.0�

20.0�

25.0�

30.0�

35.0�

10/24 10/29 11/3 11/8 11/13 11/18 11/23

/

15

22.5 /





0.0�

10.0�

20.0�

30.0�

40.0�

50.0�

60.0�

70.0�

0.0�

5.0�

10.0�

15.0�

20.0�

25.0�

30.0�

35.0�

12/25 12/30 1/4 1/9 1/14 1/19 1/24

/

15

22.5 /









資料-46 

 

 

３）水熱処理工程におけるエネルギー使用量 

本編解析期間における水熱処理工程での DS 処理量当たりのエネルギー使用量を表資料 

1-18に示す。 

夏季についてはスケール等の理由により，エネルギー使用量が高くなったため考察の対象外

とする。 

秋季のエネルギー使用量は8.5 GJ/t-DSであり，設計値よりもよりも0.5 GJ/t-DS（6.3%）

高くなった。秋季の外気温平均値は14.8 ℃でありほぼ設計外気温である。図資料 1-33に示

すとおり，エネルギー使用量は外気温 15℃以上の場合は設計エネルギー使用量と同程度であ

るのに対し，外気温15℃未満の場合は設計エネルギー使用量より高くなった。 

冬季のエネルギー使用量は 10.2GJ/t-DS であり，設計値よりも 2.2 GJ/t-DS（27.5%）高く

なった。冬季の外気温平均値は 7.2 ℃であった。外気温から理論放熱量を試算するとエネル

ギー使用量は 7.8%程度高くなることが予想されたが，設計エネルギー使用量と比較し 27.5%

程度高くなっており，理論放熱量よりも外気温の影響が大きかった。 

以上を踏まえ，本編解析に用いるエネルギー使用量の算出に際して，外気温15 ℃未満のと

きエネルギー使用量が増加し，15 ℃以上の場合はエネルギー使用量が変わらないものと仮定

した。春季，夏季，秋季はエネルギー使用量が変わらないものと考え，秋季のエネルギー使用

量を春季，夏季，秋季のエネルギー使用量と仮定した。冬季のエネルギー使用量と按分し，エ

ネルギー使用量8.9 GJ/t-DS（（秋季×3＋冬季）÷4）とした。 

 

表資料 1-18  水熱処理工程における季節毎エネルギー使用量 

項目 単位 夏季 秋季 冬季 FS条件 

水熱工程 GJ/t-DS 10.0 8.5 10.2  8.9 
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４）水熱反応器における燃料使用量実績値 

蒸気ボイラにおける燃料の使用量の推移を図資料 1-39に示す。定格での汚泥投入を開始し

た12月以降、LPGを殆ど使用しなかった。 
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図資料 1-39 LPG使用量及びバイオガス使用量の推移 
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（３） 固形燃料利用による排出量の縮減（場外利用）  

汚泥燃料化施設で固形燃料を石炭代替等で使用した場合，利用先における温室効果ガスの排

出量の縮減効果が見込める。 

 

① 汚泥燃料利用時のエネルギー算出方法 

汚泥燃料の発熱量を表資料 2-12に示す。発熱量原単位に表資料 2-5 固形燃料生成率原単

位 を乗じて汚泥燃料利用時のエネルギー代替効果を試算する。 

 

表資料 2-12 汚泥燃料と石炭の発熱量 

項目 単位 汚泥種類 原単位 出典 

汚泥燃料 MJ/kg-wet 

未消化汚泥 16.7 

※ 消化汚泥 13.8 

石炭 GJ/t - 28 

   ※ 「下水汚泥エネルギー化ガイドライン（案）」国土交通省（平成23年） 

 

 ② 石炭代替効果の試算方法 

  石炭代替効果の試算方法を以下に示す。また，石炭の排出係数を表資料 2-13に示す。 

 

 

温室効果ガスの縮減量（t-CO2/年）  

＝－燃料製造量(t/年)×燃料のエネルギー(GJ/t-wet)  

 /石炭のエネルギー(GJ/t)×排出係数(kg-CO2/kg) 

 

表資料 2-13 石炭の排出係数 

項目 単位 排出係数 出典 

石炭 t-CO2/t 2.41 ※ 

   ※ 「下水汚泥エネルギー化ガイドライン（案）」国土交通省（平成23年） 

 

（４） 処理設備の建設・解体・廃棄に伴う温室効果ガス排出量 

建設段階，解体・廃棄段階の温室効果ガス排出量については，「下水道における LCA 適用の考

え方（平成22年2月 国土交通省国土技術政策総合研究所）」の終末処理場における環境負荷量

（LC-CO2）の算定事例から，建設段階 19.3%，供用段階 80.2%，解体・廃棄 0.5%の比率で換算し

算出した。 

  



(GJ/ )

(kWh/ )× (MJ/kWh)/1000  

A

A (GJ/ )

A (kL/ )× (MJ/L) 

GJ/ (t/ )× (GJ/t-wet)













× × × ×
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2.3 費用関数・原単位の整理 

2.3.1 建設費の費用関数 

実証施設における実績および DS７ t/日処理規模における試算から求めた建設費の費用関数を

表資料 2-23 に示す。乾燥設備を導入せずに脱水汚泥のまま外部搬出するケースを想定し，乾燥

設備抜きの費用関数も作成した。なお，建設年価換算に当たり，「バイオソリッド利活用基本計画

策定マニュアル」（平成16年3月国土交通省都市・地域整備局（社）日本下水道協会）の計算例

に基づき以下の係数を乗じて算出した。耐用年数は表資料 2-3を用いた。 

 

建設費年価＝建設費×i(1+ i)n／{(1+ i)n－1} 

i：利子率2.3%，n：耐用年数  

 

表資料 2-23 建設費の費用関数 

  建設費（百万円） 建設年価（百万円） 

革新技術 

機械設備 353.2  Dd0.591  22.2  Dd0.591 

電気設備 108.3  Dd0.244  6.82  Dd0.244 

土木設備 95.15 Dd0.507  3.42  Dd0.507 

合計 548.4 Dd0.532  31.6  Dd0.542 

革新技術 

（乾燥設備を除く） 

機械設備 323.8  Dd0.598 20.4  Dd0598 

電気設備  99.3  Dd0.250  6.25  Dd0.250 

土木設備  90.9  Dd0.515  3.27  Dd0.515 

合計 506.5  Dd0.539 29.3 Dd0.543 

 

2.3.2 維持管理費の費用関数 

実証施設における実績および DS７ t/日処理規模における試算から求めた維持管理費に関連す

る費用関数を本編§21「導入コストの算定」に記載している。維持管理費の費用関数を表資料 

2-24に示す。製造する固形燃料の引渡場所，乾燥設備を設置しない場合，脱水汚泥のままの流通

も考慮した。 

表資料 2-24 維持管理費の費用関数 

  維持管理費 （百万円/年） 

燃料運搬込み 43.20 Dd0.576 

燃料運搬を除く 43.05 Dd0.563 

乾燥設備を除く 39.03 Dd0.592 

脱水汚泥運搬、乾燥設備を除く 38.41 Dd0.575 
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